
細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

（報告先）

住所

氏名

（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）

１　地球温暖化対策事業者等の概要

7,986 kｌ 台

２　計画期間及び実施年度

2016 2018 年度 2018 年度

３　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

条例施行規則（以下「規則」という。）第89条第1項第1号該当事業者

規則第89条第1項第3号該当事業者

原油換算エネルギー使用量

地球温暖化対策実施状況報告書

事業者の氏名又は名称
( 代 表 者 の 氏 名 ）

イオンリテール株式会社　代表取締役  井出　武美

事 業 者 の 主 た る
事 業 所 の 所 在 地

千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目5番地1

横浜市長

　横浜市生活環境の保全等に関する条例（以下「条例」という。）第144条第2項の規定により、次のとお
り報告します。

神奈川県横浜市神奈川区富家1-1

ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ株式会社　南関東ｶﾝﾊﾟﾆｰ
人事総務部長　宮原　裕行

（Ａ４）

　　　2019 年　7　月　26　　日

[基本方針]
イオンリテール株式会社の平成22年～平成24年の地球温暖化防止計画書において、2008年3月に「2012年度の二酸化
炭素（CO2）排出総量を2006年度対比で185万t-CO2削減する」という「イオン温暖化防止宣言」の基づき、基本方針
を掲げて取り組んできました。「イオン地球温暖化防止宣言」は、2011年に１年前倒しで完了し、現在は「イオン
エコプロジェクト」を2012年9月に発表しております。
　本報告書では、平成28年～平成30年の3ヶ年計画で、省エネ機器導入でt-CO2原単位を3％削減いたします。
[主要なエネルギー使用設備の更新等の検討]
①更新の対象となる主要なエネルギー使用設備
　　空調設備、照明、冷ケース
②上記①の設備を選択した理由
　　省エネ効果が高いため
③設備更新スケジュール
　　照明器機は平成30年度完了予定　空調設備：冷媒でＲ-22使用機器については、令和2年までに更新

計 画 期 間 実 施 年 度

規則第89条第1項第2号該当事業者

主 た る 事 業 の 業 種

大分類 Ｉ 卸売・小売業

中分類

年度 ～ 

５６ 各種商品小売業

自 動 車 の 台 数

地球温暖化対策事業者以外の事業者（任意提出事業者）

該 当 す る
事 業 者 の 要 件



細則第38号様式（第２条第49号）
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４　推進体制

５　公表の方法等

（Ａ４）

所在地 ①金沢区並木2-13-1　②鶴見区駒岡町5-6-1　③港北区新吉田東8-49-1

そ の 他

閲覧可能時間 各店：午前10時～午後6時

冊 子
入手方法

冊子名

ホ ー ム ペ ー ジ アドレス

閲覧場所 ①イオン金沢シ－サイド店②駒岡店③横浜新吉田店各サ－ビスカウンタ－

窓 口 で 閲 覧

イオンリテール株式会社 代表取締役 

計画管理責任者               
執行役員南関東カンパニー支社長 

計画推進責任者               
南関東カンパニー人事総務部長 

推進責任者                   
南関東カンパニー総務部ＭＧＲ        

技術管理者                   
イオンディライト株式会社 

イオン店舗                    
推進責任者  店長              
推進担当者  人事総務課長 

イオン株式会社 代表取締役 

計画推進責任者  

イオン株式会社 環境・社会貢献部

イオン株式会社 

イオンリテール株式会社 

イオンディライト株式会社 
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６の１　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第１号及び第２号該当事業者）

19,011 t-CO2 80.26 t-CO2/ 千㎡

18,708 t-CO2 77.85 t-CO2/ 千㎡

15,332 t-CO2 削減率 19.4 ％ 89.33 t-CO2/ 千㎡

14,949 t-CO2 削減率 20.1 ％ 削減率 ▲ 11.3 ％

15,425 t-CO2 削減率 18.9 ％ 89.87 t-CO2/ 千㎡

14,566 t-CO2 削減率 22.1 ％ 削減率 ▲ 12.0 ％

15,695 t-CO2 削減率 17.4 ％ 91.44 t-CO2/ 千㎡

14,466 t-CO2 削減率 22.7 ％ 削減率 ▲ 13.9 ％

t-CO2 削減率 3.0
目標原単位

％ ％

基 準 年 度
（2015年度）

  当社で認証取得している「ＩＳＯ１４００１」の目標として、ＣＯ2の削減を掲げており、中
でも大きな比重を占める「電気使用量の削減」については、前年対比１％以上の削減を目標と
して取組を行っているため、連動性をもたせる目標設定としています。
また、計画期間中に事業所数が変わるなどを考慮し、面積を基準とした「原単位」を目標とし
ています。
　具体的な削減手段としては、「熱源・搬送設備」「空調・換気設備」「照明設備」「冷凍・
冷蔵設備」の運用管理手順を定めた「省エネチェックリスト」をもとに運用面での削減。省エ
ネ効果の高い設備の導入、遠隔監視及び遠隔制御を検討しCO2削減に取り組んでいきます。

　イオンリテ－ル株式会社全体では、2012年9月に発表した「イオンエコプロジェクト」に基づ
き、省エネ機器の導入、従業員による省エネ等によるｴﾈﾙｷﾞｰ起源の削減、店頭ﾘｻｲｸﾙ、ﾚｼﾞ袋無
料配布中止等ｴﾈﾙｷﾞｰ起源の以外の削減を行い、横浜市内の事業所で平成２８年～平成３０年の
３ヶ年計画でt-CO2原単位を３％を削減いたします。

事業者全体として
の目標等

基準原単位

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

調 整 後

基準排出量

目 標 年 度
（2018年度）

目標排出量 18,441 削減率 3.0

目標等の達成状況
及び説明

（2016年度）

横浜市内2事業所を譲渡したため、大幅な削減となった。

排出原単位

目標等の達成状況
及び説明

排 出 量

調 整 後

第 一 年 度

排 出 量

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

2016年に横浜市内2事業所を譲渡したため。
昨年度比較では、5事業所で店内環境改善のため冷房設定温度を28℃の推奨温度より低く設定、
後方の照明については、必要に応じ点灯させるなどの運用をしたが、排出量は昨年度比で270t-
CO2の増加となった。

第 二 年 度

2016年に横浜市内2事業所を譲渡したため。
昨年度比較では、5事業所で店内環境改善のため冷房設定温度を28℃の推奨温度より低く設定、
後方の照明については、必要に応じ点灯させるなどの運用をした結果、排出量は昨年度比で
93t-CO2の増加となった。

調 整 後

（2018年度）

・計画期間中に2事業所の譲渡があり排出量は大幅な削減。排出原単位は延床面積の大きい店舗
の影響を受け大幅な増加となりました。又、事業者全体としては排出原単位が13.9％増加とな
りました。

調 整 後

目標等の達成状況
及び説明

（2017年度）

第 三 年 度

排 出 量
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６の２　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第３号該当事業者）

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

第 二 年 度

（  年度）
第 一 年 度

目 標 年 度

事業者全体として
の目標等

目標等の達成状況
及び説明

調 整 後

基 準 年 度
（  年度）

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

（  年度）

基準原単位基準排出量

目標排出量 削減率 ％

第 三 年 度

調 整 後

排出原単位
排 出 量

％
目標原単位

t-CO2

目標等の達成状況
及び説明

（  年度）

削減率

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

調 整 後

排 出 量

排 出 量

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

調 整 後
（  年度）

目標等の達成状況
及び説明
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７　事業所等における温室効果ガスの排出状況

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

0 0 0 0 0 0 0 0

3 10,689 2 7,386 2 7,586 3 10,646

4 7,751 4 7,946 4 7,839 3 5,049

1 571 0 0 0 0 0 0

8 19,011 6 15,332 6 15,425 6 15,695

８　自動車における温室効果ガスの排出状況

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

％ ％ ％ ％

（Ａ４）

第二年度 第三年度

500kｌ以上 1,500kｌ未満

500kｌ未満

基準年度 第一年度

低公害かつ低燃費な車の
導入割合(%)

第三年度
事業所等の規模

（原油換算エネルギー使用量）

3,000kｌ以上

1,500kｌ以上 3,000kｌ未満

自動車の区分

基準年度 第一年度 第二年度

合計

乗用自動車

合計

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス
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９の１　重点対策の実施状況（第１号及び第２号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

1
事業者全体
(市内分)

６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度

2
事業者全体
(市内分)

６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度

3
事業者全体
(市内分)

３／６ ― 2018年度 現行の機器管理台帳の見直し ３／６ ― 2018年度 現行の機器管理台帳の見直し ６／６ ― 　　年度 現行の機器管理台帳の見直し

4
事業者全体
(市内分)

５／６ ― 2018年度

6事業所で売場の照明LED化を
実施済。6事業所でｿﾞｰﾆﾝｸによ
る運用効率化を28年度までに
実施

５／６ ― 2018年度

6事業所で売場の照明LED化を
実施済。5事業所でｿﾞｰﾆﾝｸによ
る運用効率化を28年度までに
実施

５／６ ― 2024年度
5事業所で売場の照明LED化を実施。

5事業所でｿﾞｰﾆﾝｸによる運用効率

化。残１店舗は検討中。

5
個別票対象
事業所

５／６ ― 2018年度
ＢＥＭＳを2計画化、設置店舗
では有効利用 ５／６ ― 2018年度

ＢＥＭＳを2計画化、設置店舗
では有効利用 ０／６ ― 2024年度

全店舗のエネルギー使用量内
訳の検討中

6
個別票対象
事業所

／ ― 年度
空気圧縮機・蒸気発
生設備・使用設備な
し

／ ― 年度
空気圧縮機・蒸気発
生設備・使用設備な
し

／ ― 年度
空気圧縮機・蒸気発
生設備・使用設備な
し

7
個別票対象
事業所

６／６ ― 年度
室内空気環境測定を隔月に実
施 ６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度

8
個別票対象
事業所

６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度

9
個別票対象
事業所

１／５ ― 2018年度
BEMSを計画化、設置店舗では
有効利用 １／５ ― 2018年度

BEMSを計画化、設置店舗では
有効利用 １／３ ― 2024年度

現状設備で流量制御出来ず、
発停制御を実施

10
個別票対象
事業所

２／６ ― 2018年度
計画化できる見込みとなっ
た。需要率を日々の点検によ
り把握

２／６ ― 年度
需要率を日々の点検
により把握 １／６ ― 年度

力率、デマンド管理
で運用している

11 事業所 ６／６ ― 年度 管理データあり ６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度

12 事業所 ３／３ ― 年度 管理データあり ３／３ ― 年度 ３／３ ― 年度

13 事業所 ２／６ ― 2018年度
効率的な照明エリア分割など
を計画化 ２／６ ― 2018年度

効率的な照明エリア分割など
を計画化 ５／６ ― 2024年度

効率的な照明エリア分割など
を計画化

14 事業所 １／６ ― 2018年度 管理マニュアルを整備 １／６ ― 2018年度 管理マニュアルを整備 ６／６ ― 　　年度 管理マニュアルを整備

15 設備
(設備の種類)
吸収式冷温水発生
器､ﾀｰﾎﾞ冷凍機

１／３ 2018年度 管理マニュアルを整備

(設備の種類)
吸収式冷温水発生
器､ﾀｰﾎﾞ冷凍機

１／３ 2018年度 管理マニュアルを整備

(設備の種類)
吸収式冷温水発生
器､ﾀｰﾎﾞ冷凍機

１／３ 2024年度 管理マニュアルを整備

16 設備
(設備の種類)
吸収式冷温水発生
器､ﾀｰﾎﾞ冷凍機

２／３ 2018年度 管理マニュアルを整備

(設備の種類)
吸収式冷温水発生
器､ﾀｰﾎﾞ冷凍機

２／３ 2018年度 管理マニュアルを整備

(設備の種類)
吸収式冷温水発生
器､ﾀｰﾎﾞ冷凍機

３／３ 　　年度 管理マニュアルを整備

17 設備
(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

18 設備
(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

19 設備
(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

20 設備
(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

21 設備
(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

22 設備
(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

(設備の種類)

／ 年度 該当機器なし

９の２　重点対策の実施状況（第３号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

23
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

24
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 年度

25
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 年度

26
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

27
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

（Ａ３）

エコドライブ推進体制の整備

工業炉表面の断熱強化 非該当

コンプレッサの吐出圧の適正
化

非該当

コンプレッサの吸気管理 非該当

実施状況の
判断を行う

単位
基準年度

第
３
号
該
当
事
業
者

推進体制の整備

第一年度

第三年度第二年度

実施済

対策状況対策状況

対策状況

非該当

非該当

自動車の適正な維持管理

エネルギー使用量等に関する
データの管理

自動車の適正な使用管理

重点対策

実施中

実施中

第一年度

実施済

非該当

非該当

非該当

変圧器の需要率管理、効率管
理

実施中

室内温度の適正管理

実施中

実施中

実施中

実施中

非該当

実施済

照明設備の高効率化 実施中

事務所機器の待機電力管理 実施中

実施中

非該当

冷凍機の冷水出口温度管理 実施中

燃焼設備の空気比管理 非該当

重点対策
実施状況の
判断を行う

単位
基準年度

実施中

各種図面の整備 非該当

外気導入量の適正管理

第
１
号
及
び
第
２
号
該
当
事
業
者

蒸気配管のバルブ等の保温 非該当

機器性能管理

排出ガス温度の管理

実施中

フィルター等の清掃 実施済

実施中

地下駐車場の換気管理 実施中

ポンプ、ファン及びブロワー
の適正な流量管理

実施中 実施中

実施中

推進体制の整備 実施済 実施済

主要なエネルギー使用設備の
更新等の検討

実施済

実施中

実施中

実施中

非該当

機器管理台帳の整備 実施中

照明設備の運用管理 実施中

エネルギー使用量の把握

実施済

実施済

実施中

実施中

実施中

非該当

実施済

実施済

実施済

実施済

非該当

非該当

非該当

対策状況

非該当

非該当

対策状況

非該当

第二年度

実施中

実施済

実施中

実施済

実施中

非該当

実施済

実施済

第三年度

非該当

非該当

非該当

実施中

実施中

実施中

実施中

非該当

非該当

非該当

実施済

実施済

対策状況

実施済

実施済

実施済

実施中

実施中

実施済

実施中

実施済



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票） 

10　目標対策及び事業者の発意による対策の実施状況

0.92 ％

CO2排出量 CO2排出量

種別 使用量 単位 （t-CO2） 種別 使用量 単位 （t-CO2） 
（t-CO2）

昼間買電 21,238 千ｋWh 10873.9 昼間買電 20,962 千ｋWh 10,732.5

昼間買電 7,079 千ｋWh 3624.4 昼間買電 7,076 千ｋWh 3,622.9

昼間買電 35,397 千ｋWh 18123.3 昼間買電 35,394 千ｋWh 18,121.7

実施前 実施後

推奨温度28℃で設定

連
番

1

3

2013 設定温度は事業所毎で設定

ＬＥＤ照明の導入

駒岡、横
浜新吉
田、金沢
シーサイ
ド、本
牧、東神
奈川

蛍光灯、電球

2014 ＢＥＭＳ導入前 ＢＥＭＳ後

燃料・熱・電気等の使用量 燃料・熱・電気等の使用量

1.5 千円

1.5 千円

千円

2
冷房設定温度を28℃の推奨温度で
運用

駒岡、横
浜新吉
田、金沢
シーサイ
ド、本
牧、天王
町、東神
奈川

141.3ＬＥＤ照明2013

ＢＥＭＳによる管理

駒岡、本
牧、天王
町、東神
奈川

　　　（注意事項）・対策の効果が重複して計上されない様にご注意ください。
　　　　　　　　　・燃料・熱・電気等の使用量は、一年間での値に換算して記入してください。
　　　　　　 　　 ・記載欄が不足する場合は、横浜市へご連絡ください。

削減量合計
事業者総排出量

事業者総排出量
（t-CO2）

CO2排出量合計①
（t-CO2）

CO2排出量合計②
（t-CO2）

削減量合計
（t-CO2）

具体的な対策 事業所名
対策の

実施年度
（西暦）

削減量

15,695 32,621.6 32,477.2 144

投資金額
実施前の運用状況/設備状況 実施後の運用状況/設備状況

千円

千円

（Ａ３）



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

11　再生可能エネルギー利用設備等の導入状況

番号

1

2

3

4

5

12　クレジット等に関する取組状況

番号 年度

1 2018年度

2 　 年度

3 　 年度

4 　 年度

5 　 年度

13　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

14　実施状況等に対する自己評価

（Ａ４）

第 二 年 度 実 績

第一年度に引続き、以下を継続実施
･トイレに節水コマの取り付け
･廃棄物の排出量の把握及び削減に係る対策
･市域の緑地保全に関する取組

第 三 年 度 実 績

第ニ年度に引続き、以下を継続実施
･廃棄物の排出量の把握及び削減に係る対策
･市域の緑地保全に関する取組

「店頭リサイクル回収」や「マイバッグ持参運動」や「トップバリュ共環宣言」商品の拡充などをし、引続き、お客
さまと共にCO2削減に努めてまいります。

基準年度までの対策

１．イオンにおける店頭リサイクル回収の実施。
２．「マイバック持参運動」、「マイバスケット持参運動」
３．「トップバリュ共環宣言」商品の拡充

計 画 期 間 内 に
実 施 す る 対 策

１．イオンにおける店頭リサイクル回収の実施。
２．「マイバック持参運動」、「マイバスケット持参運動」
３．「トップバリュ共環宣言」商品の拡充

第 一 年 度 実 績

･トイレに節水コマの取り付け
･廃棄物の排出量の把握及び削減に係る対策
･市域の緑地保全に関する取組

種  類 オフセット対象範囲 特定温室効果ガス換算量 備考

電気の使用 横浜市内事業所 1,229
東京電力エナジーパート
ナー(株)

年度

年度

年度

年度

設備機器の種類 導入年度 性能等 備考

LED照明(イオン本牧店) 2013年度 R-TAFTS-00065　393台　他 年間133,007kwhの節電


